
デジタル化に伴う消費者被害の状況と対策

（県民生活局県民生活課）

１ 概 要

社会の急速なデジタル化に伴い、消費者の利便性が増加する一方で、インターネット

広告やＳＮＳをきっかけとする消費者トラブルが増加しており、通販サイトやインター

ネット広告において不適正な表示が散見される状況となっている。

消費者のデジタルリテラシーの向上のための消費者教育と、法令違反を是正するため

の事業者指導及び処分により、県民の安全・安心な消費生活を確保する。

２ 被害の現状

３ 課 題

・若年層やシニア層だけではなく、40代から60代の中高年に対する消費者教育も必要と

なっている。

・被害の拡大を防止するため、インターネット上の不当表示及び不当取引の監視、調査

及び適正な事業者指導・処分を強化する必要がある。

＜被害事例＞

・初回500円で健康食品を申し込んだら、定期購入の契約となっており、２回目が届き、請求

額が5,000円だった。解約しようと業者に電話したがつながらない。

・SNSで有名デパートの閉店セールの広告を見てブランドの財布を注文したが、偽物が届いた。

・投資家のＳＮＳをフォローするうちＤＭで連絡を取るようになり、アドバイスをもらって投

資した。一度配当金が入ったので300万円追加投資したら、連絡が取れなくなった。

・令和４年度のネット通販に関する相

談件数は7,457件であり、全体（26,109

件）の約３割を占めている。平成30年

度と比較し、約1.5倍となり、増加傾

向となっている。

・ネット広告に関する相談件数は

3,388件、ＳＮＳに関する相談件数は

2,074件であり、平成30年度と比較

し、ネット広告関連は約２倍、ＳＮＳ

関連は約３倍となり、増加傾向とな

っている。

・被害に遭う年代は、40代から60代

で被害全体の半数以上を占めている。

・被害の内容は、ネット通販の定期購

入、インターネット広告から誘導さ

れる詐欺サイト、ＳＮＳで勧誘を受

ける投資や副業等が見られる。

資料４
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４ 対 策

（１）若者向け消費者教育

成年年齢引下げの影響による若者への消費者被害を防止するため、教育委員会と連携

し、高等学校・特別支援学校において売買契約などの消費生活の基礎知識やデジタルを

介した最新の消費者トラブルへの対処法等を学ぶ出前講座を実施している。あわせて、

保護者向けの出前講座や、教員向けの研修も実施するなど、多面的に取り組んでいる。

大学・専門学校においても、関係課・機関と連携し、主に新入生を対象とし、入学ガ

イダンス等の機会を活用した出前講座や啓発及び注意喚起を実施している。

その他、令和４年度に県内大学生・専門学校生と協働で制作した啓発動画をウェブ広

告として配信するなど注意喚起を行っている。

（２）シニア向け消費者教育講師の養成

社会のデジタル化が進展する中、高齢者もデジタル化のメリットを享受できるよう、

インターネット通販などの適切な利用やトラブルの防止を教える専門の講師を養成し、

高齢者及び中高年(40～60代）のデジタル・リテラシーの向上を図る。

（３）インターネット広告監視

インターネット広告等における不適正な表示が消費者トラブルの原因となっているこ

とを踏まえ、令和４年度からインターネット上での広告監視を強化し、悪質事業者に対

する適正な指導、処分につなげる。

概 要

・高齢者及び中高年（40～60代）を対象に、スマートフォンなどのデジタ

ル機器やサービスの活用方法、消費者トラブルとその対処方法等につい

て講義する専門の講師を30名程度養成

・令和６年度以降、出前講座の講師として派遣

スケジュール

募 集 令和５年10月

講座実施 令和５年12月～令和６年２月

任 命 令和６年２月

概 要

・コンプレックス表示やナンバーワン表示などのテーマを決め、関連す

る単語についてネット検索等によるモニタリングを実施し、対象広告

を抽出

・抽出した広告から不適正な表示を職権探知し、事業者への聞取り等の

本調査を実施したうえ、改善指導を実施

実 績

モニタリングによる抽出件数と事業者の聞取り等の本調査件数

令和４年度：モニタリング抽出 989件 本調査 94件 指導 21件

令和５年度：モニタリング抽出 353件 本調査61件 指導６件（10月末）

主な取組 実績（令和５年10月末現在）

高校生消費者

教育出前講座

高校・特別支援学校：47校・7,030人（Ｒ５計画105校）

保護者向け：９校・1,303人

教員向け消費

者教育研修

常葉大学教職大学院における講義：２回・21人

消費者教育実践講座：１回・29人(開催後、教員研修管理ｼｽﾃﾑで録画配信)

教育委員会主催研修：２回・28人

大学・専門学校

向け出前講座等

出前講座：19回・1,826人

啓発等：学生への注意喚起メール配信、リーフレット配布 等

若者向け啓発

動画の活用

テーマ：ＳＮＳ広告をきっかけとする怪しいもうけ話 等

ウェブ広告配信：約36万回再生
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